
 

 

Ⅳ まとめと今後の課題 

第１章 養護教諭基本調査 

   １ 年齢・経験年数 

県全体の養護教諭の平均年齢は 42.9 歳，平均経験年数は 19.7 年となっている。平均

年齢は小学校より中学校の方が 4.5 歳高く，経験年数も長い人が多い。年代別にみると，

20代 162 人（20.3％），30代 138 人（17.3％），40代 216 人（27.1％），50代 282 人（35.3％）

の構成で，40代以降の占める割合が約 62.4％(498 人) に達している。 

校種別にみると，最も多い年代は小・中学校共に 50代で，小学校 157 人（29.4％）中

学校 125 人（46.8％）である。逆に，最も少ない年代は，小学校では 30代 99人（18.7％）

中学校では 20代 37 人（13.9％）である。 

経験年数では，年齢分布に比例して，20～24年の経験年数の養護教諭が，小・中学校

合わせて，64 人（8.0％）と最も少なく，1 割を下回っていた。また，0～9 年，20～29

年，30年以上の経験年者は 200 人以上であるのに対し，10～19年の経験年者は 145 人と

少ない。10年後に向けて，若手・ミドルリーダーの育成のために，養護教諭研究会では，

３年前より，会員が県外レベルの研修会に参加する事業を企画している。同時に，県教

育委員会の事業であるスクールヘルスリーダー派遣事業の継続・養護教諭指導リーダー

育成事業の継続を要望していきたい。 

   ２ 免許取得及び保健主事任用状況 

(1) 免許取得状況 

一種免許取得者は 673 人（84.3％）で，平成 10年度の一種免許取得者 386 人(47.3％)

と比べると大幅に増加している。20代，40代，50代の取得率は，共に 80％を超えてい

るが，30代が 77.5％と低い。20代に一種免許取得者が多いのは，大学養成機関で取得

した養護教諭が増えてきたためと思われる。また，40 代，50 代については，平成８年

度から開催されている認定講習において取得した者が多いためである。一種免許希望者

は，20 代が 13 人中 11 人（84.6％），30 代が 31 人中 20 人（64.5％），40 代が 35 人中

25 人（71.4％）であった。専修免許取得者は，17 人（2.1％）おり，そのうち 15 人が

40歳以上である。専修免許希望者は，一種および二種免許を取得している 20代では 160

人中18人（11.3％），30代では138人中23人（16.7％），40代では209人中40人（19.1％），

50代では 274 人中 10人（3.6％）で，全体では 91人（11.7％）だった。県内で一種免

許が取得できる認定講習の継続と一般教諭同様，現職での専修免許取得ができるよう要

望していきたい。 

   (2) 保健主事任用状況 

小学校で 45.6％，中学校では 63.1％の学校で，養護教諭が保健主事に任用されてい

た。平成７年度の保健主事制度改正以降任用率が増加し，小学校では４割強，中学校で

は７割近くに推移し，横ばいが続いている。 

養護教諭が学校保健活動の中核的役割やコーディネーターとしての役割を求められ

ているなか，保健主事としても，学校保健推進のための役割を果たす必要がある。 

 



 

 

第２章 学校基本調査 

   １ 養護教諭を取り巻く環境に関する調査 

   (1) 健康教育の校内組織体制 

平成 22 年度からの推移をみると，健康教育の校内組織体制は「十分機能している」

が着実に増加している。各委員会への参画状況をみると，「就学支援」「生徒指導」「い

じめ対策」「特別支援」への所属率は８割を超えている。しかし，「企画（運営）委員会

（平成 27 年度から学年主任者会を含む）」への所属率が低く，28 年度と比べて大きな

変化はなかった。中学校に比べると小学校では 33.1％と低い。「進路指導委員会」への

所属率は小学校 2.8％，中学校 8.2％と 28年度と変わらず低い結果だった。今以上に養

護教諭の専門性と保健室の機能を生かした情報提供や発言が各委員会でできるよう，マ

ネジメント力の向上を図りたい。 

   (2) 保健室及び校内の施設・設備 

「インターネットに接続できるパソコン」「保健室セキュリティ」の設置は，年々高く

なっており，整備されてきている。「インターネットに接続できるパソコン」について

は，静岡地区では 29 年度に９割を超え整備が進んだ。特に，インターネット環境の整

備は，日本スポーツ振興センターの手続きや執務の効率を図る上で 100％が望まれる。

「保健室からのメール送受信可」では，静岡・浜松地区が高率に対して，静東・静西地

区が低く，県全体では約７割だった。調査等メール回答が多くなってきていることから，

保健室からのメール送受信についても 100％が望まれる。また，「一般教室の空調設備

（エアコン・扇風機）」の設置は，県全体でほぼ９割に達しているが，エアコンより扇

風機の割合が高いのが現状である。平成 30 年４月２日付学校環境衛生基準の一部改正

についての通知により，教室等の温度の基準について望ましい温度の基準が「17℃以上

28℃以下」に見直された。熱中症予防のためにも，全学級へのエアコン設置を要望した

い。 

   (3) 保健教育（保健学習）実施状況 

保健学習を実施した形態は，ほとんどがチーム・ティーチング等であった。しかし，

平成 29 年度は，兼職発令を受けての保健学習の実施が小学校で 0.5％あった。実施し

た学校の成果としては，「児童生徒理解が進んだ」「保健室の情報が生かせた」の割合が，

小・中学校共に 7割を超えていた。 

養護教諭不在時における保健室への支援体制を整え，専門性を生かした授業の実践が

望まれる。 

   (4) 学級活動や総合的な学習の時間などにおける保健指導の実施状況 

保健指導の実施率は，小学校が 68.7％，中学校が 39.9％だった。平成 22年度と比べ

ると減少傾向である。実施した学校の成果としては，「児童生徒理解が進んだ」「保健室

の情報が生かせた」「個々の健康への関心の高まり」の回答が多かった。一方，授業時

間以外（体重測定時や放送等）で保健指導を実施した学校は全体で約９割あり，時間の

確保が難しい中，各校の養護教諭が工夫して指導を行っていることが分かる。 

平成 21年度に施行された学校保健安全法では，「養護教諭を中心として関係教職員と 



 

 

連携した組織的な保健指導の充実」が明示されていることから，自校の健康課題を明確 

にし，課題解決に向けて，養護教諭の専門性を発揮していくことが必要である。 

 

   ２ 保健室登校及びいじめ・虐待など保健室利用に関する調査 

   (1) 保健室登校の実態 

保健室登校児童生徒がいる学校は 312 校で，28年度（291 校）より 21校増加した。保

健室登校児童生徒数は 918 人で，28年度（937 人）より 19人減少した。また，保健室登

校児童生徒がいる一校あたりの人数は，小学校 2.34 人 中学校 3.89 人となっている。

地区別にみると，小学校では静西地区，中学校では浜松地区の割合が高い。保健室登校

をしている児童生徒の変化は，小・中学校共に「保健室継続登校」が多く，約３割だっ

た。支援計画がある学校の割合は，小学校は 13.6％，中学校は 17.4％であった。保健室

登校の支援をするにあたり，保護者との信頼関係，校内での職員間の情報共有と共通理

解，小・中学校の連携，さらに地域・関係諸機関との連携が必要である。 

   (2) 養護教諭が心の健康に問題をもつ児童生徒へ支援した事例の実態 

（保健室登校対応以外） 

養護教諭が心の健康に問題をもつ児童生徒へ支援した学校は，小学校で 81.3%，中学

校で 95.1％と多い。その内容は，小・中学校共に「友達との人間関係」「身体症状から

くる不安や悩み等」が高く，中学校では，それに加え「家族との人間関係」「自傷行為」

の割合も高くなっている。小学校高学年から中学校にかけての思春期は，人格の形成に

向けて大きく成長すると同時に自我の芽生えによって心が揺れ動く時期である。この時

期は，友達との関係，学習の悩み，自信と不安が入り混じった感情，理想と現実のなか

での葛藤などから，精神状態が大変不安定になる。この思春期を前向きに受け止めて乗

り越えていくことができるよう，児童生徒一人一人に向き合い，ていねいに対応するこ

とが求められる。そのためにも，複数配置を視野に入れた人的な措置が必要である。 

   (3) 養護教諭が対応に関与したいじめの実態 

養護教諭がいじめの対応に関与した児童生徒数は，303 人だった。いじめ発見のきっ

かけは，小・中学校共に「本人からの相談」が最も多い。児童生徒の日常の健康観察に

重点を置き，「いつもと違う」といった教職員の気づきを共有し，学校全体で早期発見・

早期対応に努めていくことが必要である。 

   (4) 養護教諭が対応に関与した虐待を受けた児童生徒の実態 

養護教諭が虐待の対応に関与した児童生徒数は 259 人で，156 校だった。全体でみる

と小・中学校共に人数は減少傾向にあるが，割合は横ばいである。虐待発見のきっかけ

は，小学校では「担任」による発見，中学校では「本人からの相談」が最も多い。その

他，小・中学校共に「担任」「担任以外の教師」「養護教諭」と教職員による発見が多か

った。日ごろから，教師と児童生徒がより良い人間関係を築いていくことが大切である。 

   (5) 教職員の保健室利用 

教職員からの相談があった学校は，小・中学校共に約９割だった。相談内容では，「児

童生徒の心身の健康」「児童生徒の登校しぶり・不登校・保健室登校」「教職員自身に関



 

 

すること」が多かった。児童生徒に関する相談だけでなく，教職員の人間関係や家族に

関すること等の相談も多いことから，教職員もさまざまな悩みやストレスを抱えながら

仕事をしていることが分かる。教職員にとって，養護教諭が身近な相談役として認識さ

れていることを配慮し，日常会話をより大切にする必要があると考える。 

 

   ３ 危機管理に関する調査（研修，熱中症，食物アレルギー，保健体育科における武道） 

   (1) 危機管理（応急処置）に関する校内研修の実態 

 危機管理（応急処置）における校内研修の取組は，小・中学校共に 8 割以上が実施し

ており，そのほとんどに養護教諭が中心または一員として参画している。校内研修の内

容は，「一次救命実技研修」が最も多く，次いで「アレルギー対応研修」「シミュレーシ

ョン研修」という結果だった。エピペン®が保険適用になり，処方を受けている児童生徒

の増加に伴い「アレルギー対応研修」の実施率が高くなっている。危機管理能力の向上

と緊急時に全職員が適切な対応ができるよう，校内研修で毎年実施していく必要がある。 

   (2) 熱中症とその予防に関する実態 

熱中症での医療機関受診率では，小学校よりも中学校が高い。1,000 人当たりの人数

で学年別の比較をすると，中学１・２年生が最も多かった。中学 1 年生は，小学校に比

べ体育の授業や部活動での運動量が増えるため，体力が追いついていかないのが現状で

ある。保健体育科教師や部活動顧問などの関係職員と連携し，熱中症の予防に努めてい

きたい。また，中学校の部活動時の救急対応では，体育館などの施設に製氷機や冷凍庫

の設置が喫緊の課題だと考える。 

各校で，暑さ指数（ＷＢＧＴ）が測定できる器具の保有率は９割を超え，定期的に暑

さ指数を測定し，早めの対応を取っている。さらに，熱中症についての集団指導は，県

全体で７割が実施している。また，屋内外の活動制限の措置をとった学校は，小・中学

校共に約半数だった。今後も，児童生徒への集団指導，教職員への周知徹底等，熱中症

予防のための対策を講じていきたい。 

   (3) 食物アレルギーに関する実態 

資料の中では，1,000 人当たりの人数で比較しているが，食物アレルギーで，学校生

活管理指導表（食物アレルギー・アナフィラキシー用）を提出している児童生徒の延べ

人数は，県全体で 6,144 人であり，28年度より 265 人増加している。そのうち，エピペ

ン®を処方されている延べ人数も，県全体で 780 人と，28 年度より 57 人増加している。

子どもたちが安心で安全な生活を送ることができるように，教職員との情報共有・共通

理解を図るとともに，アレルギー対応に関する研修をさらに充実させたい。 

   (4) 保健体育科における武道必修化に関する取組の実態 

平成 24年度から必修化された武道の授業において，けがや事故で医療機関を受診した

生徒数は，柔道が最も多く 169 人だった。武道の授業に伴う事前対策や指導は約 7 割の

学校が実施しており，内容としては，「生徒への安全指導」がどの地区も約 9割，次いで

「施設・設備の安全点検および補修」が７割だった。引き続き，保健体育科教師と連携

して，安全対策や安全指導が 100％になるように取組を行っていくことが大切である。 



 

 

第３章 個人基本調査 

   １ 複数配置・資質の向上に関する調査 

   (1) 複数配置 

複数配置校は県全体で 35校であった。全校児童生徒数が多くなるに連れて，複数配置

希望者は増加する。小・中学校共に児童生徒数 550 人以上の学校で希望率が急増し，850

人以上の学校では 100％となっている。 

一日の平均来室人数別では，20人を超えると複数配置の希望率が急増している。複数

配置の効果としては，「子どもの来室時の対応に十分な時間がとれる」「養護教諭が常時

在室できるので常に緊急時に対応できる」「感染症の予防や発生時の対応が迅速に行え

る」が多い。また，「教職員との相談時間の確保が容易になった」「保護者との相談時間

の確保が容易になった」「養護教諭自身の心の健康保持に有効であった」等，児童生徒の

対応以外にも効果を感じている。児童生徒の心身の健康問題の複雑化・多様化に伴う教

職員からの相談や様々な事務処理等も増加している。また，世代交代が急速に進み，若

手教員が増加していくなか，養護教諭自身の心身の健康保持のためにも，児童生徒数が

複数配置の定数に満たない学校であっても，児童生徒の実態に応じた弾力的な配置や支

援体制（市単独保健室補助員等）の充実が望まれる。 

   (2) 資質の向上 

養護教諭が今必要としている研修は，職務に関する内容では，小・中学校共に「救急

処置・救急体制」が最も多く，領域・分野では「心の教育」，技法に関する内容では「心

理学的技法」が多かった。時代の変化とともに，児童生徒の心身の健康課題が複雑化・

深刻化しているため，養護教諭に求められる専門性と役割が幅広く多岐にわたっている。

今後も，児童生徒の健康課題解決のために，会員のニーズに応えた研修会を実施し，養

護教諭の資質向上に努めていきたい。 


